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研究目的

我が国以上の新型コロナウイルス感染症の拡大に直面したアメリ

カ合衆国、イギリス、フランス、ドイツの4か国において、それ

ぞれの医療提供体制の中で、この健康危機にどのように対応した

か、調査、分析し、我が国の今後の医療提供体制の構築に向けた

提言を行うことを目的とした。
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主な調査項目

• 医療制度

• 流行の状況

• サージキャパシティ

• 情報システム

• 新型コロナウイルス感染症流行に対する対応

• 一般診療への影響
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各国の流行状況（2020 年3 月～2022 年5 月）

資料： https://covid19.who.int/
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カリフォルニア州におけるCOVID-19入院患者の推移

資料： 令和3年度厚生労働行政推進調査事業費補助金厚生労働科学特別研究事業 新型コロナウイルス感染症に対応する各国の医療提供体制の国際比較研究（21CA2011）
（研究代表者松田晋哉） アメリカの事例 （アキ吉川・ GHC）
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カリフォルニア州の病床稼働状況

資料： 令和3年度厚生労働行政推進調査事業費補助金厚生労働科学特別研究事業 新型コロナウイルス感染症に対応する各国の医療提供体制の国際比較研究（21CA2011）
（研究代表者松田晋哉） アメリカの事例 （アキ吉川・ GHC）
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カリフォルニア州のサージキャパシティ

資料： 令和3年度厚生労働行政推進調査事業費補助金厚生労働科学特別研究事業 新型コロナウイルス感染症に対応する各国の医療提供体制の国際比較研究（21CA2011）
（研究代表者松田晋哉） アメリカの事例 （アキ吉川・ GHC）
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病院別・１日あたりの最大COVID-19入院患者数

資料： 令和3年度厚生労働行政推進調査事業費補助金厚生労働科学特別研究事業 新型コロナウイルス感染症に対応する各国の医療提供体制の国際比較研究（21CA2011）
（研究代表者松田晋哉） アメリカの事例 （アキ吉川・ GHC）
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病院別・ICU１日あたりの最大COVID-19入院患者数

資料： 令和3年度厚生労働行政推進調査事業費補助金厚生労働科学特別研究事業 新型コロナウイルス感染症に対応する各国の医療提供体制の国際比較研究（21CA2011）
（研究代表者松田晋哉） アメリカの事例 （アキ吉川・ GHC）
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資料： 令和3年度厚生労働行政推進調査事業費補助金厚生労働科学特別研究事業 新型コロナウイルス感染症に対応する各国の医療提供体制の国際比較研究（21CA2011）
（研究代表者松田晋哉） アメリカの事例 （アキ吉川・ GHC）
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アメリカやフランスでは我が国の10倍以上の感染
爆発が生じたのに「医療崩壊」は生じなかった。

• いずれの国も柔軟に人的資源・物的資源を増やすことができた（サージキャ

パシティが大きかった）

• アメリカの場合、その理由は（GHCアキ吉川氏の調査による）

• 1990年代から始まり、既に地域ごとに構築されていた病院のネットワーク化と連携

• それに伴う機能分化（例えばICUの集約化）と患者の集約化（COVIDでも患者の集約化

が行われていた）

• 核になる病院の超急性期化（e.g., ICUのキャパシティ）

• 米国における病院当たり、病床当たりのマンパワーの豊富さ

• 医師以外の医療職（ナースナース・プラクティショナーや呼吸療法士（Respiratory 

therapists, RT） などが果たした医師の代替としての役割 18



資料： 令和3年度厚生労働行政推進調査事業費補助金厚生労働科学特別研究事業 新型コロナウイルス感染症に対応する各国の医療提供体制の国際比較研究（21CA2011）
（研究代表者松田晋哉） アメリカの事例 （アキ吉川・ GHC）
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フランスの場合は・・・

• 地域医療計画に基づいて医療機関の機能分化と連携（地域病院グルー

プGHT）が進んだ。

• 健康危機管理に備えて、各医療機関がホワイトプランという危機管理

時の段取りをあらかじめ定めていた。また、les reserves publiqueと

いう医療版予備役制度があり、平時からその訓練が行われていた。

• そもそも医療職の労働時間が短いため（週35時間労働制）、緊急時に

は、ホワイトプランに基づいて個々の医療職の労働時間を例外的に伸

ばすことができる。

20



いずれの国もプライマリケアの役割が大きかった

• 無症状者や軽症患者は原則、在宅で隔離。その医学的管理を担った

のは診療所の医師と開業看護師、地区看護師

• イギリスではほぼすべての家庭医（GP）、フランスでもほぼすべてのかかり

つけ医、そしてドイツでも90%の家庭医がコロナ患者の診療に対応→プライ

マリケアでの対応力を確保することで、入院医療の負荷を軽減

• いずれの国もオンライン診療を積極的に活用

• その結果、2200万人の感染者が生じたフランスでは、入院患者のピークは1

日当たり3万人強に抑えられた。
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ドイツでは家庭医機能を持つことのできる医師として内科、
一般医、小児科医を定義

33.6%

38.7%
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参考：
ドイツの定義での各国の家庭医資格のある医師の
割合を考えると

•フランス： 46.2% （2019年 病院勤務医も含む）

•ドイツ： 29.0% （2019年 病院勤務医も含む）

•イギリス： 27.2% （2010年 GPのみ）

•日本： 24.6% （2020年 病院勤務医も含む）
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Integrated delivery system (IDS: ケアサービス複合体) 

アメリカの救急医療システム

病院

ER部門
トリアージ

ナース
（評価）

ER医師
（初期治

療・評価）

Walk in
患者

救急車によ
る搬送

専門診療科

専門診療科

専門診療科

専門診療科

関連施設・サービスで受け入れ
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フランスの救急医療システム
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フランスにおける地方医療庁と地域医療計画の関係

Le plan blanc (緊急時の対応計画)
• 各医療施設は緊急時に何を行う

かをあらかじめ記載
• 緊急時に医療対応を行う予備役

（les reserve sanitaire）として
登録している医療職の招集

26



フランスにおける地域病院グループ（Groupements hospitaliers de territoire：GHT）の概要

急性期病院急性期病院 急性期病院連携

連携

連携

連携連携連携

在宅入院
制度

開業看護師
/SSIAD

開業医

地域医療計画

GHTはあくまで異
なる施設間の契約
に基づくネット
ワークであり、法
人格は持たない
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機能分化とネットワーク化

• アメリカ： 病院のM&Aによるグループ化（水平統合・垂直統

合）による機能分化（中核となる急性期病院の大規模化と1次

医療から3次医療、介護や生活支援まで含めた複合体化）

• フランス： 地域医療計画による機能分化とネットワーク化

（急性期医療は地方医療センターが中核施設、急性期以後の施

設とのグループ化→我が国の地域両連携推進法人に類似）
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資料： 令和3年度厚生労働行政推進調査事業費補助金厚生労働科学特別研究事業 新型コロナウイルス感染症に対応する各国の医療提供体制の国際比較研究（21CA2011）
（研究代表者松田晋哉） アメリカの事例 （アキ吉川・ GHC）
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（研究代表者松田晋哉） アメリカの事例 （アキ吉川・ GHC）

32



資料： 令和3年度厚生労働行政推進調査事業費補助金厚生労働科学特別研究事業 新型コロナウイルス感染症に対応する各国の医療提供体制の国際比較研究（21CA2011）
（研究代表者松田晋哉） アメリカの事例 （アキ吉川・ GHC）
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アメリカ： eCRでの迅速かつ正確な症例報告と患者へのアプローチ

資料： 令和3年度厚生労働行政推進調査事業費補助金厚生労働科学特別研究事業 新型コロナウイルス感染症に対応する各国の医療提供体制の国際比較研究（21CA2011）
（研究代表者松田晋哉） アメリカの事例 （アキ吉川・ GHC）
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アメリカ： 電子データによる自動的で正確なケースレポーティング（症例報告）提出

資料： 令和3年度厚生労働行政推進調査事業費補助金厚生労働科学特別研究事業 新型コロナウイルス感染症に対応する各国の医療提供体制の国際比較研究（21CA2011）
（研究代表者松田晋哉） アメリカの事例 （アキ吉川・ GHC）
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フランスのSI-DEPの概要

検査を受けたすべての患者： 身分証明、連絡先の詳細、状況（ケアワーカー、在宅、要
介護高齢者居住施設入所、等）、検査結果、かかりつけ医/処方医、検査機関

個別の検査結果
の通知

一次レベルでの調査 二次レベルでの調査 三次レベルでの調査 疫学的追跡調査 研究

匿名化データ 匿名化データ

接触者の追跡調査のためのアプリ（AmeliPro）の活用

SI-DEP
情報取集のための

共通化されたサーバーラボ
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諸外国では・・・

• 入院の可否を含めて、臨床的な判断は国レベルで合意された基

準（知見の集積に従って適宜改定）に従って、臨床現場が判断

• その上で、公衆衛生行政上必要な情報が、電子カルテと連動す

る形で、行政に転送される。

• 行政側は、そのデータをほぼリアルタイムで分析し、施策に反

映させる。
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国

日本の状況

予防接種の状況
（VRS）

感染者の疫学情報
（HER-SYS）

病床の利用状況
（G-MIS）

接触者への
アラートシステム
（COCOA）

相互の連携が不十分

予防接種の状況
（独自システム）

自治体 手入力

医療機関 保健所

手入力 手入力

医療機関

手入力

国民

？

システムがばらばらで情報の集約できない→施策の評価が難しい→臨機応変な施策の実施が難しい

個々の医療機関はIT化が進んでいるのに、なぜこのようなことになるのだろう？
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米国におけるCOVID-19疑い患者の動線（標準的な例）

eCR eCR

資料： 令和3年度厚生労働行政推進調査事業費補助金厚生労働科学特別研究事業 新型コロナウイルス感染症に対応する各国の医療提供体制の国際比較研究（21CA2011）
（研究代表者松田晋哉） アメリカの事例 （アキ吉川・ GHC）

アメリカ

40



COVID-19の診断あるいはそれを疑わせる症状があり、適切な医療職によりトリアージされた患者

重症ではない症状 重症な症状

軽度のリスク 臨床診断

隔離、PCR検査、モニタリング下で
の自己管理

追加の評価及び治療が必要と
判断された者

軽症

血中酸素飽和度95%以上（NEWS2 0-2）
病院への紹介の必要性は少ない

中等症

血中酸素飽和度94-94%（NEWS2 3-4）
病院への紹介の必要性は少ない

重症

血中酸素飽和度92%以下（NEWS2 ≧5）

それが適切であれば在宅で管理

COVID-19治療薬の適応及びパルスオキシメーターに
よる管理の必要性を評価

入院

患者のリスク評価

・65歳以上 ・併存症
・ワクチン接種2回未満 ・臨床的判断
・その他のリスク（妊娠、学習障害、介護者、・・）

自宅隔離時の安全保障の
ためのNHSへの情報提供

在宅でのパルスオキシ
メータによる管理システ
ムへの紹介

入院外での薬物治療の対象であるか否かの評価

Covid Medicines Delivery Unit (CMDU)での治療対
象かどうかの評価

・PCR陽性 かつ
・COVID-19の症状があり、改善傾向がない かつ
・COVID-19の症状発症後5日以内 かつ
・患者は非常にリスクの高い集団のメンバーであるが
・入院や酸素療法を必要としない
・12歳以上 で
・体重40㎏未満の未成年ではなく
・24時間以内にCMDUから検査結果の連絡を受けていない

CMDUへの紹介

PANORAMIC研究への紹介クライテ
リアの評価

・PCR陽性 かつ
・COVID-19の症状発症後5日以内 かつ
・50歳以上
・あるいは条件のあう18－49歳の者

PANORAMIC研究への自己申告

No

No

Yes

Yes

Yes

重症度予測によるCOVID-19症状のランク

重症

・息切れ
・強い倦怠感
・意識障害の新規発生
・寒気悪寒

重症ではないもの

・寒気悪寒を伴わない発熱
・痰
・めまい
・咳
・嘔気/嘔吐
・下痢
・頭痛
・咽頭痛
・鼻閉

出典： NHS: Assessment, monitoring and management of symptomatic COVID-19 patients in the community Version 2, 23 January 2022
https://www.england.nhs.uk/coronavirus/wp-content/uploads/sites/52/2022/02/C1514-assessing-monitoring-and-treating-covid-in-general-practice-january-2022.pdf
をもとに筆者作成

イギリス
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フランスにおけるCOVID19対応

COVID陽性 呼吸器症状
65歳以

上
その他の

悪化リスク
利用可能な通信機器によ

る10日間の観察

臨床的に重症な兆候

診察、安静時と労作時のSpO2の測定

SAMUに連絡

SAMUに連絡
または
入院

SpO2<95%
または

他の重症化の兆候

≧95%
患者自身による管理または看護師による管理（患

者の状況及び地理的条件による）

医師： 承認されたパルスオキシメーターなどの機器の処方
医療機器会社または看護師： 患者への機器の使用方法の説明＋

健康教育＋フォローアップ記録
医師： 6日から12日後までの間の診察予約

フォローアップ記録による最低1日に3回のフォローアップ

地域の開業医、開業看
護師が在宅や施設入
所の軽症～中等症の
患者を支えた

• 地域単位で救急医療へのアクセ
スポイントがSAMUに一本化さ
れている。電話によるトリアー
ジと重症例への救急対応

• 地域の開業医も契約によりロー
テートで勤務

• 地域医療計画にはplan blancと
いう緊急時の対応計画が記載さ
れており、COVID-19流行や大規
模災害が生じた際には、緊急時
対応を行うことを契約している
医療職が病院等で勤務

プライマリケアが機能することで、2200万以上の陽性者が出たフランスでは、入院のピークが3万人に抑えられている

フランス
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ドイツの診療体制概観：ヘッセン州の例

出典：Kassenärztliche Vereinigung Hessen

資料： 令和3年度厚生労働行政推進調査事業費補助金厚生労働科学特別研究事業 新型コロナウイルス感染症に対応する各国の医療提供体制の国際比較研究（21CA2011）
（研究代表者松田晋哉） ドイツカの事例 （吉田恵子）

ドイツ
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ドイツの診療体制：ヘッセン州患者カテゴリー
E: 38.1度未満の熱。肺炎無し。場合によっては咳。呼吸困難無し。慢性疾患無し

D: 38.1以上の熱。気管支にも心臓にも特段症状は無い。心電図にも異常無し。ただしリスク群（65才以上や基礎

疾患）に注意。診療は外来を優先し、医師との連絡の仕方を計画。入院であればレベル3の病院が担当

C：38.1度以上の熱。気管支に軽度から中度の症状。呼吸数は30未満。最大5lO2/分下で酸素飽和度は92を超える

。レベル2の病院が担当

B：38.1度以上の熱。気管支に重度の症状。呼吸数は30以上。最大5lO2/分下で酸素飽和度は92未満。救急で非侵

襲性または挿管での人工呼吸の必要性が迫る。レベル1の病院が担当（受け入れ不能な場合はレベル2）

A: 38.1度以上の熱。気管支に重度の症状。救急非侵襲性人工呼吸または挿管が

必要。ECMO療法が必要、またはその可能性が高い。レベル1の病院が担当

(出典：Kassenärztliche Vereinigung Hessen)

出典：Kassenärztliche Vereinigung Hessen

資料： 令和3年度厚生労働行政推進調査事業費補助金厚生労働科学特別研究事業 新型コロナウイルス感染症に対応する各国の医療提供体制の国際比較研究（21CA2011）
（研究代表者松田晋哉） ドイツカの事例 （吉田恵子）
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主な調査項目

• 医療制度

• 流行の状況

• サージキャパシティ

• 情報システム

•新型コロナウイルス感染症流行に対する対応

•一般診療への影響

47



資料： 令和3年度厚生労働行政推進調査事業費補助金厚生労働科学特別研究事業 新型コロナウイルス感染症に対応する各国の医療提供体制の国際比較研究（21CA2011）
（研究代表者松田晋哉） ドイツカの事例 （アキ吉川 GHC） 48



資料： 令和3年度厚生労働行政推進調査事業費補助金厚生労働科学特別研究事業 新型コロナウイルス感染症に対応する各国の医療提供体制の国際比較研究（21CA2011）
（研究代表者松田晋哉） ドイツカの事例 （吉田恵子） 49



資料： 令和3年度厚生労働行政推進調査事業費補助金厚生労働科学特別研究事業 新型コロナウイルス感染症に対応する各国の医療提供体制の国際比較研究（21CA2011）
（研究代表者松田晋哉） ドイツカの事例 （アキ吉川 GHC） 50
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COVID-19での死亡者数

COVID-19での死亡者数

ドイツにおける週毎の死亡者数
（点線は推計が含まれる）

資料： 令和3年度厚生労働行政推進調査事業費補助金厚生労働科学特別研究事業 新型コロナウイルス感染症に対応する各国の医療提供体制の国際比較研究（21CA2011）
（研究代表者松田晋哉） ドイツカの事例 （吉田恵子）

ドイツにおける死亡数（超過死亡の分析）
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国際比較から示唆されること
• 日本は病院規模が小さく、病床当たりのスタッフ数が少ないために、新型コロナ

ウイルス感染症などの流行に際して柔軟な対応がしにくかった（＝現場力が発揮

しにくい構造がある）

• このままでは大規模流行が生じた場合の対応は難しい。

• 診療報酬の在り方も含めて、病院に医師が残る仕組みの検討が必要

• 病院マネジメントに柔軟性がない（＝ニーズの変化への対応力の弱さ）

• 地域医療計画が機能していない

• 救急体制の基盤が弱い

• IT化の圧倒的な遅れ（ネットワーク化を前提としていない蛸壺的なIT化。IT化の

標準仕様が確立していないためにベンダーロックイン の弊害が大きい。また、

行政側のIT対応力が弱い）
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今のままの仕組みで欧米並みの感染流行が生じた
場合、対処することは難しいのでは？

• ではどうするべきなのか？

• 急性期病院の絞り込みと機能強化が不可避ではないか？

• ER型の救急医療体制が必要ではないか？

• より多い人員配置とそれを可能にする診療報酬あるいは予算

• 大学病院のありかたの再評価

• サージキャパシティを確保するために、より一層のプライマリケアの関与が必要ではな

いか？

• 急性期の治療を行った患者を受け入れる急性期以後の病院・在宅医療の強化

• 地域包括ケア病棟の機能（在宅復帰・在宅医療の支援）

• 医療介護（生活）複合体あるいはアライアンスの形成推進

• 高齢社会の進展は、医療・介護・生活の複合ニーズがある高齢患者を増加させる

• 地域医療連携推進法人あるいはアライアンスの推進
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コロナ対応に関する国際比較研究の結果
からわかること・・・

• 新型コロナウイルス感染症への対応に関して、他国がモデルに

できるようなベストのシステムは存在しない。

• 重要であったのは「現場力」

• 「現場力」が発揮できるようなシステムになっているかどうか

が、今後の検討課題であり、また改善のための視点

• また、特定の施設に負荷がかかりすぎる仕組みになっていない

かの検証も必要
55


